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　社会保障・税一体改革の修正協議が、自民・公明両党との間でまとまった。先週から本格的に始まった修正協議が、15日一挙に進展し、当初は合意に難色を示していた公明党も加わり、事実上の政策大連合が出来上がったことになる。ただし、これは第一段階でしかなく、これからが第二段階に移る。言うまでもなく、民主党内の増税反対派に対する説得作業であり、もう少し厳しい言葉でいえば党内闘争なのである。21日の会期末までに衆議院で採決すると野田総理は一貫して明言してきたわけで、民主党内で反対に回ろうとする方たちへの説得工作が今週から始まるということなのだろう。いよいよ決着をつけるときが到来したわけで、野田総理は修正協議の結果を持って堂々と進んでいく以外にないし、世界は、市場は、心ある国民は、そのことを強く望んでいるのだと思う。
□ねじれ国会の中、修正できたことが上出来では
　修正協議の結果、一致した主な点については次のとおりである。税制改革については、消費税率を5%から8%へと2014年4月から、8%から10%へ2015年10月に2段階かけて引き上げることは修正することなく政府案通りとなる。それ以外の税制改正については、今年秋の税制改正の中で進めていくこととし、消費税引き上げの条件としての景気条項については附則に記載する。また、逆進性対策である政府案にある給付付き税額控除と、野党側が主張している軽減税率の適用などについては今後の検討課題とし、8%への引き上げに伴い給付措置を低所得者対策として講ずることで大筋合意したようだ。
　他方社会保障については、民主党が主張してきた後期高齢者医療制度の廃止と最低保障年金創設の新年金制度を、新しく新設する社会保障制度改革国民会議のなかで協議し1年以内に結論を得ることとし、子育てに関する「総合こども園」構想は止めて「認定こども園」の拡充で合意したようだ。そのほか、年金について低所得者への支援は、年金とは別の福祉給付とし、パートの厚生年金加入条件を厳しくしたことにより加入対象者は45万人から25万人へと少なくなっている。
　この修正内容は、一言でいえば2015年までに消費税率を2段階で5%引き上げ、その他の項目については、引き続き年度の税制改正や社会保障制度改革国民会議の中で1年以内に方向性を打ち出せるよう合意をしたもので、ねじれ国会の中で野党側に拒否権がある中ではこれ以上の結論を求めても無理なのだ、ということであろう。おそらく、今後の展開は、衆議院の解散・総選挙、さらには来年7月の参議院選挙による新しい国会の議席配置が確定する中でしか読み切れないのが現実なのだ。この間の政界再編成も十分にありうるとみておくべきなのは言うまでもない。
□G20で、国際公約実現に向けて堂々の発言を
　問題は、このような修正合意が15日までに出来上がったことであり、その意義は実に大きい。
15日夜、NHKテレビ「ニュース9」に出席した谷垣総裁は、また、同番組の中で放映された公明党の山口代表も、ともに「決められない政治からの脱却」と「責任政党としての自覚」から修正協議を進めたことを明言されており、まさに、日本の政治が世界から注目されている中での野党第一党・第二党の与党側との修正協議ができたことは、高く評価されてしかるべきであろう。もちろん、それぞれの党にはそれなりの戦略・戦術があるのだろうが、基本となる日本の政治に対する責任ある姿勢には、率直に言って評価すべきであろう。自民・公明両党が、これまで政権を担ってきたという経験が物を言っているのだろう。できればもう一歩日本政治のレベルを引き上げて、「熟議の民主主義」にまで高めてほしいものだ。決められない政治から、いつでも協議する中から必要な妥協の術を学び、国民益を中心に考えられる政治である。
いま、ギリシアをはじめとする多くの先進国の議会制度が混迷している中で、日本ではなんとか面目を保ったわけで、G20に出席する野田総理も、堂々とその成果を国際社会に向けて発信できよう。
□次世代先送り、ようやく財政改革の第一歩に着手
もう一つ、考えたい論点がある。今まで先送りされてきた重大な問題が財政再建であり、原発問題であった。いずれも次の世代が背負う困難な問題である。　　財政問題については、もう詳しく述べる必要もなかろう。毎年の予算で歳出が大きく歳入を上回り、年々の赤字が拡大し続け、累積した債務残高がGDPの200%を超すという太平洋戦争末期と同水準にまで立ち至っており、すでに次の世代に莫大なツケを残したのだ。それが今回の消費税引き上げで、まず第一段階の2015年までにプライマリー赤字を半減することに踏み出したわけで、今回の合意案で終わりではなく、引き続く改革に向けての始まりなのだ、という冷厳な事実を見ておく必要がある。おそらく、2020年までにプライマリー黒字を達成し、かつ、それ以降累積赤字を削減するために必要な財源は、それだけでも消費税率に換算して20%台に近いものとならざるを得まい。いくら苦しくとも、その実現に向けて歳出改革と併せて歳入改革(増税)に努力をしていく必要がある。
□次世代先送り、見えない核燃サイクルの将来
もう一つの問題である原発問題は、今回の大飯原発の再稼働の是非という時限の問題だけではない。すでに稼働し排出した使用済み核燃料の処理問題というバックエンド政策の是非が、先送りされているという深刻な問題なのだ。日本が進めてきた核燃料サイクルは、使用済み核燃料からプルトニウムを抽出し、それを高速増殖炉で再利用していくというもので、そのために青森県六ケ所村に使用済み核燃料の再処理施設が2兆円という巨大な税金を投入して設置され、本来はすでに稼働していなければならないはずなのに事故続きで稼働すらしていない。高速増殖炉の方も、もんじゅが稼働した途端ナトリウム漏れ火災事故を起こし、いまだに再稼働の目途が立っていない。さらに、この過程で出てくる高レベル廃棄物の最終処分地は未だに決まっていない。まさに、核燃料サイクルを継続することが可能かどうかこそが問われているのに、きちんとした方策が定まらない中での原発稼働再開という先送りが進められようとしているのだ。核燃サイクルをどのようにするのか、すでに分離抽出したプルトニウムが45トンも貯まっており、それだけで長崎型原子爆弾5,000発分に相当する。今後の使用済み核燃料の処理策を明確にすることこそが今求められている。
□民主党内の合意調達、一票の格差問題、会期延長の行方
とはいえ、社会保障・税一体改革の修正協議の実現は、今の野田内閣よりもはるかに強力な内閣が挑戦しても、たえず跳ね返されてきた難問であり、小生は大連立政権でなければ実現は困難であると再三再四主張してきた。それだけに、未だ法案も実現していないし、国民の審判を経ていないだけに、クリアーしなければならないハードルは実に高いものがある。特に、民主党内の合意調達と国民からの信任こそが最重要課題だ。
当面の問題は、この修正協議した結果を国会で議決することが必要であり、そのためには民主党内の合意調達に向けた努力が不可欠である。今週から始まる民主党内の合意に向け、最後は野田総理自身が出席して所属国会議員に丁寧に説明すべきだろう。それと同時に、国民に対する、強いメッセージが必要であり、1年以内に訪れる衆議院の解散・総選挙においても明確な方針を打ち出し、国民の信を問うべきであろう。
そのためにも、現在最高裁判所から一票の格差が違憲状態にあると指摘されており、その是正が急務である。にもかかわらず、依然として選挙制度改革が実現するめどが立っていないことは大問題なのである。応急的な是正策として「0増5減」ということで進められるのか、それとも「0増5減と共に、比例定数を削減しつつ少数政党に有利になる連用制を一部導入する」のか、早急に取りまとめて今国会で決めていく必要がある。そうなれば、今国会の会期の延長問題が当然問題になってくる。
民主党執行部の中から、会期の延長問題が聞こえてこないのが気にかかる。21日の会期末までに、社会保障・税一体改革の修正案についての採決だけでなく、衆議院定数の是正に向けた公職選挙法改正案の採決問題と会期延長問題がどのように展開していけるのか、民主党内の増税に反対する動きと絡んでいるだけに、今週は予断を許さない展開になりそうである。　
